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栃木県無人自動運転移動サービス推進協議会設置要綱 

 

（設置） 

第１条 無人自動運転の実用化に向けて、新たな技術の開発、関係法令の整備等が急速に進展す

る中、県内各地域の特性に応じて、公共交通機関への無人自動運転技術の導入を促進し、持続

可能な公共交通サービスの提供を確保するため、栃木県無人自動運転移動サービス推進協議会

（以下「協議会」という。）を置く。 

 

（所掌事務） 

第２条 協議会は、県内の公共交通機関への無人自動運転技術の導入に向けて、実証実験の実施、

年次計画の策定、普及啓発の推進等について調査審議し、情報の提供、助言その他必要な協力

を行う。 

 

（組織） 

第３条 協議会は、委員 10 人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、知事が任命する。 

⑴ 公共交通事業者を代表する者 

⑵ 公共交通関係団体を代表する者 

⑶ 自動車関連企業を代表する者 

⑷ 学識経験を有する者 

⑸ 前各号に掲げる者のほか、知事が必要と認める者 

３ 委員の任期は、３年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

４ 委員は、再任されることができる。 

５ 協議会に、関係法令の観点から参考意見を求める必要があるときは、オブザーバーを置くこ

とができる。 

６ オブザーバーは、当該関係法令を所掌する国の行政機関又は県に属する者のうちから、知事

が選任する。 

 

（会長及び副会長） 

第４条 協議会に会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

３ 会長に事故があるときは、委員のうちから会長が指名した者が、その職務を代理する。 

 

（会議） 

第５条 協議会の会議は、会長が招集し、会長が議長となる。 

２ 協議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開き、議決をすることができない。 

３ 協議会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、会長の決すると

ころによる。 
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（関係者からの意見の聴取等） 

第６条 会長は、必要があるときは、協議会の会議に関係者の出席を求め、その意見又は説明を

聴くことができる。 

 

（庶務） 

第７条 協議会の庶務は、県土整備部交通政策課において処理する。 

 

（委任） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が協議会に諮っ

て定める。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和２年 10月 22 日から実施する。 

２ この要綱の実施後最初に委嘱される委員の任期は、第３条第３項の規定にかかわらず、令和

６年３月 31 日までとする。 



栃木県無人自動運転移動サービス推進協議会名簿 

１ 委員 

№ 区 分 所 属 役 職 氏 名 備考 

1 

公共交通 
事業者 

東日本旅客鉄道（株） 
大宮支社 
経営戦略ユニット 

企画調整課長 渡邉 大輔  

2 東武鉄道（株） 経営企画本部 課長 金子 悟  

3 真岡鐵道（株） 専務取締役 上野 公男  

4 （株）みちのりホールディングス 
グループ 

ディレクター 
浅井 康太  

5 
公共交通 
関係団体 

（一社）栃木県バス協会 専務理事 小矢島 応行  

6 （一社）栃木県タクシー協会 専務理事 鉢村 敏雄  

7 

自動車 
関連企業 

日産自動車（株） 
理事 

栃木工場長 
菊池 英司  

8 本田技研工業（株） コーポレート戦略本部 
ｴｸﾞｾﾞｸﾃｨﾌﾞ 
ﾁｰﾌｴﾝｼﾞﾆｱ 

奥 康徳  

9 （株）ＮＥＺＡＳホールディングス 代表取締役社長 新井 将能  

10 
学識 
経験者 

国立大学法人宇都宮大学 地域ﾃﾞｻﾞｲﾝ科学部 准教授 阪田 和哉 会長 

２ オブザーバー 

№ 区 分 所 属 役 職 氏 名 備考 

1 
国 

国土交通省関東運輸局 栃木運輸支局 
首席陸運技術 

専門官 
髙山 康則  

2 国土交通省関東地方整備局 宇都宮国道事務所 副所長 松澤 義明  

3 
県 

県土整備部道路保全課 課長 石崎 浩  

4 警察本部交通部交通企画課 課長 後藤 信寛  

 

（R5.4.1 現在） 


